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税引前分配金再投資基準価額

基準価額

●当資料に記載されている投資リスク、ファンドの費用等を必ずご覧ください。
＜2022-SA82＞

2022年7月21日

ニッセイSDGsインカムファンド
(資産成長型・為替ヘッジあり)／(資産成長型・為替ヘッジなし)／
(予想分配金提示型・為替ヘッジあり)／(予想分配金提示型・為替ヘッジなし)

「予想分配金提示型」決算のお知らせ
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 「予想分配金提示型」は、2022年7月15日に第4期決算を迎えました。収益分配方針に基
づき、決算日の前営業日の基準価額(「為替ヘッジあり」8,599円、「為替ヘッジなし」
10,175円)等を勘案して、「為替ヘッジあり」は分配金の支払いを見送り、「為替ヘッジ
なし」は分配金を20円(1万口当り、税引前)といたしました。

 あわせて、当レポートでは米利上げの見通しについてご説明いたします。

設定来の運用状況 (2022年7月15日現在)

データ期間：2021年12月20日＜当ファンド設定日＞～2022年7月15日(日次)
上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。基準価額は信託報酬控除後、1万口当りの値です。税引前
分配金再投資基準価額は分配金(税引前)を再投資したものとして計算しております。運用状況によっては、分配金額が変わる場合、ある
いは分配金が支払われない場合があります。分配金は信託財産から支払いますので、基準価額が下がる要因となります。収益分配金には
普通分配金に対して所得税および地方税がかかります(個人受益者の場合)。

第2期
(2022年3月)

第3期
(2022年5月)

第4期
(2022年7月)

設定来
累計額

0円 0円 20円 20円

第2期
(2022年3月)

第3期
(2022年5月)

第4期
(2022年7月)

設定来
累計額

0円 0円 0円 0円

第1期
(2022年3月)

第2期
(2023年3月)

第3期
(2024年3月)

設定来
累計額

0円 － － 0円

予想分配金提示型・為替ヘッジあり 予想分配金提示型・為替ヘッジなし

資産成長型・為替ヘッジあり 資産成長型・為替ヘッジなし
(円)

第1期
(2022年3月)

第2期
(2023年3月)

第3期
(2024年3月)

設定来
累計額

0円 － － 0円

＜分配の推移(1万口当り、税引前)＞ ＜分配の推移(1万口当り、税引前)＞

＜基準価額の推移＞

＜分配の推移(1万口当り、税引前)＞ ＜分配の推移(1万口当り、税引前)＞

＜基準価額の推移＞ ＜基準価額の推移＞(円) (円)

(年/月)

(円) ＜基準価額の推移＞

(年/月)

(年/月) (年/月)
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「資産成長型・為替ヘッジあり」の運用状況 (2022年6月末時点)

平均格付 ※1 BBB+
平均修正デュレーション※2 6.04年
平均最終利回り（①） ※3 4.23％
銘柄数 107
為替ヘッジコスト（②）※4 1.39％
為替ヘッジコスト控除後
平均最終利回り（ ①－② ） 2.83％

【ご参考】
ロールダウン効果(推計値)

※5
0.45％

<ポートフォリオ情報>

※1 格付は、ムーディーズ、S&Pのうち、上位の格付を採用しております。
また平均格付とは、各マザーファンドが組み入れている債券にかかる格
付を加重平均したものであり、当ファンドにかかる格付ではありません。

※2「デュレーション」＝債券投資におけるリスク度合いを表す指標の一つ
で、金利変動に対する債券価格の反応の大きさ(リスクの大きさ)を表し、
デュレーションが長いほど債券価格の反応は大きくなります。

※3「最終利回り｣＝満期までの保有を前提とすると、債券の購入日から償還
日までに入ってくる受取利息や償還差損益(額面と購入価額の差)等の合
計額が投資元本に対して１年当りどれくらいになるかを表す指標です。

※4 為替ヘッジコストは、1ヵ月物フォワードレート等を用いて計算した想
定値(年率換算)であり、実際のファンドの為替ヘッジコストとは異なり
ます。マイナスの場合にはヘッジプレミアムとなります。ブルームバー
グのデータをもとに、ニッセイアセットマネジメントが作成しています。

※5 債券は、一般的に償還までの期間が長いほど不確実性が高まるため利回
りが高い傾向にあります(順イールド)。そのため、時間が経過し償還ま
での期間が短くなるとともに利回りが下がり、債券価格が上昇する現象
が起きます。これが「ロールダウン効果」と呼ばれるものです。ロール
ダウン効果(推計値)は、ブルームバーグ米国社債トータルリターン・イ
ンデックス、ブルームバーグ汎欧州総合社債トータルリターン・イン
デックスに作成基準日時点における各マザーファンドの組入比率で投資
したとの仮定のもとに当社が算出した推計値であり、実際の債券価格や
当ファンドの取引を示したものではなく、ファンドの運用成果を示唆・
保証するものではありません。また、売買時の手数料や税金等は考慮し
ていません。市場が予期しない値動きをした場合等には、ロールダウン
効果がパフォーマンスの悪化要因になることがあります。イールドカー
ブは、右肩下がり(逆イールド)となることがあり、その場合、ロールダ
ウン効果は得られず時間の経過とともに債券価格が下落し、値下がり損
が発生します。ブルームバーグ各種インデックスはブルームバーグが公
表しているインデックスです。ブルームバーグは、ブルームバーグ・
ファイナンス・エル・ピーの商標およびサービスマークです。ブルーム
バーグ・ファイナンス・エル・ピーおよびその関係会社(以下「ブルー
ムバーグ」と総称します)またはブルームバーグのライセンサーは、ブ
ルームバーグ・インデックスに対する一切の独占的権利を有しています。

<国・地域別組入比率> <業種別組入比率>

組入比率は対純資産総額比。国・地域別組入比率、業種別組入比率は対組入債券評価額比。上記のポートフォリオの状況等は、ファンド
が投資対象とする「ニッセイSDGs北米クレジットマザーファンド」および「ニッセイSDGs欧州クレジットマザーファンド」の作成基
準日時点における組入比率で加重したものです。国・地域はニッセイアセットマネジメントの分類によるものです。業種はブルームバー
グ業種分類(BICS)によるものです。

ニッセイSDGs北米クレジッ
トマザーファンド 71.7％

ニッセイSDGs欧州クレジッ
トマザーファンド 35.5％

短期金融資産等 -7.1％

<組入比率>

運用状況はファンドによって若干異なるため、4ファンドを代表して「資産成長型・為替ヘッジあり」の運用状況を掲載しています。
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<ご参考>FF金利先物から読み解く米利上げ見通し

今後の米国の金融政策を見通す際には、FF(フェデラル・ファンド)金利先物の水準が参考に
なります。FF金利先物は、米政策金利の将来の水準を想定して取引されるため、今後、利上げ
がどれほどのペースで行われ、米政策金利がどの程度の水準になると市場がみているか読み解
くことができます。

以下のグラフは、2022年7月13日時点のFF金利先物の水準から、市場が織り込んでいる各
FOMC(米連邦公開市場委員会)後のFFレートの水準を算出したものです。直近のFFレート
1.58%(誘導目標1.50%～1.75%)に対して2022年7月のFOMC後のFFレートは2.49％と想定
されており、0.9％程度の利上げが織り込まれていることがみてとれます。9月のFOMC後では
FF金利先物が想定しているFFレートは3.22％であり、7月FOMC後の想定レート2.49％との
差をみると、0.7％程度の利上げが織り込まれているとみることができます。FF金利先物が織り
込んでいるFFレートは2022年12月のFOMC後がピークになっており、その後は横ばいから若
干低下しています。市場参加者のコンセンサスとしては、年内は急ピッチで利上げが行われる
と予想しているものの、2023年初以降については利上げはない、もしくは利下げが行われると
考えているとみることができます。

＜FF金利先物が織り込んでいるFFレートの水準(2022年7月13日時点)＞

出所)ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成

(年/月/日)

(％)

①2022年7月26-27日 ⑥2023年3月21-22日
②2022年9月20-21日 ⑦2023年5月2-3日
③2022年11月1-2日 ⑧2023年6月13-14日
④2022年12月13-14日 ⑨2023年7月25-26日
⑤2023年1月31日-2月1日

＜今後のFOMCの予定＞

急ピッチの利上げを想定

現状維持ないしは利下げを想定

①
②

③
④ ⑤

⑥ ⑦ ⑧ ⑨

7月13日時点の
FFレート

FF金利先物とは
FF市場は、米国において銀行が準備預金を貸し借りする市場です。FF市場で形成される無担保の
オーバーナイト(1営業日)金利がFFレートで、中央銀行の政策金利として用いられています。FF金
利先物は1ヵ月間のFFレートの平均を予約する取引です。
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フ ァ ン ド の 特 色
①主に北米・欧州の企業が発行する社債に投資します。
②SDGs達成に関連した事業を展開する企業が発行する社債のなかから投資銘柄を選定します。
③「為替ヘッジの有無」と「決算頻度・分配方針」が異なる、4つのファンドから選択いただけます。

(資産成長型・為替ヘッジあり)／(資産成長型・為替ヘッジなし)／
(予想分配金提示型・為替ヘッジあり)／(予想分配金提示型・為替ヘッジなし) 
※販売会社によっては、一部のファンドのみの取扱いとなる場合があります。詳しくは販売会社にお問合せください。
＜為替ヘッジの有無＞
為替ヘッジあり：組入外貨建資産について、原則として対円での為替ヘッジを行い為替変動リスクの低減を図ります。
為替ヘッジなし：組入外貨建資産について、原則として対円での為替ヘッジを行わないため、為替変動の影響を直接的に受けます。

＜決算頻度・分配方針＞
資 産 成 長 型 ：毎年3月15日(休業日の場合は翌営業日)に決算を行います。信託財産の十分な成長に資することに配慮し、分

配を抑制する方針です。
予想分配金提示型：毎年1・3・5・7・9・11月の各15日(休業日の場合は翌営業日)に決算を行います。収益分配方針に基づき、

決算日の前営業日の基準価額(1万口当り。支払い済みの分配金累計額は加算しません)に応じて、以下の金額の
分配を行うことをめざします。
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決算日の前営業日の基準価額 分配金額(1万口当り、税引前)
10,100円未満 基準価額の水準等を勘案して決定
10,100円以上10,400円未満 20円
10,400円以上10,700円未満 40円
10,700円以上11,000円未満 60円
11,000円以上 80円

• 決算日の前営業日から決算日までに基準価額が急激に変動した場合等には、上記とは異なる分配金額となる場合や分配金が支払われな
い場合があります。

• 基準価額の値上がりにより、該当する分配金テーブルが分配金の支払い準備のために用意していた資金を超える場合等には、テー
ブル通りの分配ができないことがあります。

• 基準価額に応じて、分配金額は変動します。基準価額があらかじめ決められた水準に一度でも到達すれば、その水準に応じた分配
を継続するというものではありません。

• 分配を行うことにより基準価額は下落します。そのため、基準価額に影響を与え、次期決算以降の分配金額は変動する場合があり
ます。また、あらかじめ一定の分配金額を保証するものではありません。

• 分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただし、委託会社の判断により、分配を行わないこと
があります。
将来の分配金の支払いおよびその金額について、保証するものではありません。

 投資信託はリスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動し、運用成果(損益)はすべて投資者の皆様のものと
なります。投資元本および利回りが保証された商品ではありません。

 当資料はニッセイアセットマネジメントが作成したものです。ご購入に際しては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書
(交付目論見書)、契約締結前交付書面等(目論見書補完書面を含む)の内容を十分にお読みになり、ご自身でご判断ください。

 投資信託は保険契約や金融機関の預金ではなく、保険契約者保護機構、預金保険の対象とはなりません。証券会社以外の金融
機関で購入された投資信託は、投資者保護基金の支払対象にはなりません。

 当資料のいかなる内容も将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。
 当資料は信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものではありません。

記載内容は資料作成時点のものであり、予告なしに変更されることがあります。

ご留意いただきたい事項

資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。
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投 資 リ ス ク

 ファンド(マザーファンドを含みます)は、値動きのある有価証券等(外貨建資産には為替変動リスクもあります)に投
資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本を割込むことがあります。

 ファンドは、預貯金とは異なり、投資元本および利回りの保証はありません。運用成果(損益)はすべて投資者の皆
様のものとなりますので、ファンドのリスクを十分にご認識ください。

主な変動要因

基準価額の変動要因
※ご購入に際しては、投資信託説明書(交付目論見書)の内容を十分にお読みください。

債
券
・
劣
後
債
投
資
リ
ス
ク

金利変動リスク 金利は、景気や経済の状況等の影響を受け変動し、それにともない債券や劣後債の価格も変
動します。一般に金利が上昇した場合には、価格が下落します。

信用リスク
債券や劣後債の発行体が財政難・経営不振、資金繰り悪化等に陥り、利息や償還金をあらか
じめ定められた条件で支払うことができなくなる場合(債務不履行)、またはそれが予想される
場合、価格が下落することがあります。

劣後債
固有のリスク

• 一般に劣後債には、繰上償還条項が付与されており、繰上償還の実施は発行体が決定する
こととなっています。繰上償還日に償還されることを前提として取引されている劣後債は、
予定期日に償還されない場合、または繰上償還を行わないと予想される場合には、価格が
下落することがあります。

• 一般に劣後債は、法的な弁済順位は普通株式に優先し普通社債より劣後します。そのため、
発行体が破綻等に陥った場合、他の優先する債権が全額支払われない限り、劣後債は元利
金の支払いを受けることができません。また、劣後債は、一般に同一発行体の普通社債と
比較して低い格付が信用格付業者から付与されています。そのため、発行体の信用力が低
下した場合、普通社債以上に価格が大きく下落することがあります。

• 一般に劣後債は、利息または配当の支払繰延条項が付与されており、発行体の業績や財務
状況等が悪化した場合、利息または配当の支払いが停止・繰延べされることがあります。

• 劣後債に関する制度の変更(税制改正、市場規制等)があった場合、価格が下落することが
あります。

為替変動リスク

〈為替ヘッジあり〉
外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを行い為替変動リスクの低減を図り
ます。ただし、為替ヘッジを完全に行うことができるとは限らないため、外貨の為替変動の
影響を受ける場合があります。また、円の金利が為替ヘッジを行う当該外貨の金利より低い
場合などには、ヘッジコストが発生することがあります。
〈為替ヘッジなし〉
外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを行わないため、為替変動の影響を
直接的に受けます。一般に円高局面ではファンドの資産価値が減少します。

カントリーリスク 外国の資産に投資するため、各国の政治・経済情勢、外国為替規制、資本規制等による影響
を受け、ファンドの資産価値が減少する可能性があります。

流動性リスク 市場規模が小さいまたは取引量が少ない場合、市場実勢から予期される時期または価格で取
引が行えず、損失を被る可能性があります。

• 基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

その他の留意点
 ファンドは、多量の換金の申込みが発生し換金代金を短期間で手当てする必要が生じた場合や組入資産の主たる取引市場にお

いて市場環境が急変した場合等には、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引ができないリ
スク、取引量が限定されるリスク等が顕在します。これらにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性、換金の申込み
の受付けを中止する、また既に受付けた換金の申込みの受付けを取消しする可能性、換金代金のお支払いが遅延する可能性な
どがあります。

 ファンドのお取引に関しては、クーリング・オフ(金融商品取引法第37条の6の規定)の適用はありません。



●当資料に記載されている投資リスク、ファンドの費用等を必ずご覧ください。

計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合
前期決算日から基準価額が上昇した場合 前期決算日から基準価額が下落した場合

10,550円

10,500円

期中収益
（①＋②）

50円 10,500円

＊500円
（③＋④）

＊50円 10,450円
＊500円

（③＋④）

10,400円

＊450円
（③＋④）

配当等収益
① 20円

10,300円＊80円

＊420円
（③＋④）

前期決算日 当期決算日分配前 当期決算日分配後 前期決算日 当期決算日分配前 当期決算日分配後
＊分配対象額

500円
＊50円を取崩し ＊分配対象額

450円
＊分配対象額

500円
＊80円を取崩し ＊分配対象額

420円
 分配対象額は、①経費控除後の配当等収益および②経費控除後の評価益を含む売買益ならびに③分配準備積立金および④収益
調整金です。分配金は、収益分配方針に基づき、分配対象額から支払われます。
分配準備積立金：期中収益(①および②)のうち、当期の分配金として支払われず信託財産に留保された金額をいい、次期以降の

分配金の支払いにあてることができます。
収 益 調 整 金：追加型株式投資信託において追加設定が行われることによって、既存の受益者の分配対象額が減らないように

するために設けられた勘定です。
上記はイメージ図であり、実際の分配金額や基準価額を示唆するものではありませんのでご留意ください。

 分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの信託財産から支払われますので、分配金が支払われ
ると、その金額相当分、基準価額は下がります。

ファンドの
信託財産

分配金ファンドで分配金が
支払われるイメージ

 分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を
超えて支払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落する
ことになります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すもの
ではありません。

分配金
100円

分配金
100円

 受益者のファンドの購入価額によっては、支払われる分配金の一部または全部が実質的に元本の一部
払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の
値上がりが小さかった場合も同様です。

分配金の一部が
元本の一部払戻しに相当する場合

分配金の全部が
元本の一部払戻しに相当する場合

普通分配金

受益者の購入価額
分配前の
個別元本

元本払戻金
（特別分配金） 受益者の購入価額

分配前の
個別元本

元本払戻金
（特別分配金）

分配後の基準価額
分配後の
個別元本

分配後の基準価額
分配後の
個別元本

普通分配金：個別元本(受益者のファンドの購入価額)を上回る部分からの分配金です。
元本払戻金(特別分配金)：個別元本を下回る部分からの分配金です。分配後の受益者の個別元本は、元本払戻金(特別分配金)の額
だけ減少します。
● 普通分配金に対する課税については、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

※実質的に元本の一部払戻し
に 相 当 す る 元 本 払 戻 金
(特別分配金)が支払われる
と、その金額だけ個別元本
が減少します。また、元本
払戻金(特別分配金)部分は
非課税扱いとなります｡

！

※※

分配金に関する留意事項
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●当資料に記載されている投資リスク、ファンドの費用等を必ずご覧ください。

ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用

購入時 購入時手数料
購入申込受付日の翌営業日の基準価額に2.2％(税抜2.0％)を上限として販売会社が独自に定める
率をかけた額とします。
料率は変更となる場合があります。詳しくは販売会社にお問合せください。

換金時 信託財産留保額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.05%をかけた額とします。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

毎日

運用管理費用
(信 託 報 酬)

ファンドの純資産総額に年率0.913％(税抜0.83％)をかけた額とし、ファンドからご負担いた
だきます。

監 査 費 用 ファンドの純資産総額に年率0.011％(税抜0.01%)をかけた額を上限とし、ファンドからご負担
いただきます。

随時 その他の費用・
手数料

組入有価証券の売買委託手数料、信託事務の諸費用および借入金の利息等はファンドからご負担
いただきます。これらの費用は運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等を記載す
ることはできません。また、ファンドが「ニッセイSDGs北米クレジットマザーファンド」や
「ニッセイSDGs欧州クレジットマザーファンド」を換金する際には、信託財産留保額※をファ
ンドからご負担いただきます。
※「ニッセイSDGs北米クレジットマザーファンド」「ニッセイSDGs欧州クレジットマザーファンド」の基

準価額に0.05％をかけた額。なお、投資者が実質的に負担する信託財産留保額は、前記「投資者が直接的
に負担する費用」に記載の信託財産留保額となります。

当該費用の合計額、その上限額および計算方法は、運用状況および受益者の保有期間等により異なるため、事前に記載することはできません。！
詳しくは、投資信託説明書(交付目論見書)をご覧ください。！
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委託会社【ファンドの運用の指図を行います】 ファンドに関するお問合せ先
ニッセイアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第369号
加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

ニッセイアセットマネジメント株式会社
コールセンター：0120-762-506
(9:00～17:00 土日祝日・年末年始を除く)
ホームページ： https://www.nam.co.jp/

受託会社【ファンドの財産の保管および管理を行います】
三菱UFJ信託銀行株式会社

※ 販売会社は今後変更となる場合があります。また、販売会社によっては、新規のお申込みを停止している場合もあります。
詳しくは、販売会社または委託会社の照会先までお問合せください。

取扱販売会社一覧

取 扱 販 売 会 社 名 登 録 番 号 日本証券業
協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融
商品取引業

協会
金融商品
取引業者

登録金融
機関

九州ＦＧ証券株式会社 ○ 九州財務局長(金商)第18号 ○
浜銀ＴＴ証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第1977号 ○
株式会社鹿児島銀行(委託金融商品取引
業者 九州ＦＧ証券株式会社) ○ 九州財務局長(登金)第2号 ○

株式会社千葉銀行 ○ 関東財務局長(登金)第39号 ○ ○
株式会社肥後銀行(委託金融商品取引業
者 九州ＦＧ証券株式会社) ○ 九州財務局長(登金)第3号 ○
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